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福祉原理 －社会はなぜ他者を援助する仕組みを作ってきたのか 
 
[１] 本論文の受理および審査の経過 
 岩崎晋也氏より２０１９年５月７日に博士論文審査願が提出されたことを受けて、同５月１５日の人
間社会研究科教授会において論文受理審査委員会（委員：布川日佐史、長山恵一、中村律子、
眞保智子）が設置された。論文受理審査委員会は、受理審査（一次)の結果、論文受理審査発表
会での発表を承認することとし、同年 6月 19日の教授会で承認された。同年 6月 26日に論文受
理審査発表会を実施し、論文受理審査委員会は受理審査(二次)の結果、論文を受理することとし、
同年 7 月 31 日に教授会で承認された。同日、教授会において論文審査小委員会（委員：布川日
佐史、長山恵一、小林良二）が設置された。各委員が論文の査読を行った上で、同年 11 月 29 日
に口頭試問を実施し、3名の審査委員全員が博士論文として合格に値すると判定した。 
 
[２]論文の主題と分析概念及び構成 
 本論の基本となる問いは、副題に明記されている通り、「社会はなぜ他者を援助する仕組みを作
ってきたのか」である。この問いに対し、本論は、「福祉」を「関係のない他者」を援助する社会的仕
組みととらえ、「関係のない他者」同士が「福祉」を媒介して間接的に結びつき、秩序が維持される
とし、秩序との関係で「福祉」の役割の検討を進めている。これによって、本論は、人類史において、
「福祉」に「秩序維持型福祉」と「秩序再構築型福祉」との二つの系譜を見出し、この二つの「福祉」
の系譜がどのような歴史的社会的背景で生み出され、展開していたのか、また、それぞれの「福祉」
がどのような限界を有しているのかを明らかにし、基本となる問いに対する答えを出している。 
そのうえで、「第二の近代」における「秩序再構築型福祉」としての「新しい社会福祉」を社会の仕
組みとして位置付けるための原理的課題を検討し、現在求められている「新しい社会福祉」のあり
よう（目的と役割、福祉サービスの性格）を提示している。なぜという問いに答えるだけでなく、社会
が他者を援助する仕組みはどうあるべきかを提起している。 
 本論の分析概念である「秩序維持型福祉」とは、既存の共同体の秩序から排除されている「関係
のない他者」を「関係にもとづく援助」で形成された既存の秩序に取り込むことで、既存の秩序を維
持するように援助するものである。「秩序再構築型福祉」とは、本来帰属すべきとされた共同体の秩
序そのものの自明性が失われ、既存の秩序へ包摂することの正当性が低下したもとで、「関係のな
い他者」同士の分裂や対立を生み出していた既存の秩序を脱構築し、「関係のない他者」同士が
新たな関係を構築できるように援助するものである。 
 また、「福祉」を社会の仕組みとして位置付けるための原理的課題とは、第一に、平等に関わる
「福祉」の正当化問題であり、第二に、自由に関わる「福祉」の正当化問題であり、第三に、「福祉」
が作り出す公的領域における関係問題である。 
 
 論文の構成は以下のとおりである。 
   はじめに 
 第 1章 古代都市国家の「福祉」とキリスト教による転換 
    １ 「関係にもとづく援助」の規範化 
   ２ 古代都市国家における「秩序維持型福祉」の誕生 
   ３ キリスト教による「秩序再構築型福祉」の展開 
  第 2章 近代市民社会の「福祉」と社会連帯論による転換 
   １ 国家による社会防衛としての「秩序維持型福祉」 
   ２ フランス革命後の「福祉」の社会的位置づけの変遷 
    ３ 社会連帯論による「秩序再構築型福祉」の展開 
   第 3章 現代社会の「福祉」と「新しい社会福祉」による転換 
   １ もう一つの「福祉」の系譜－「社会福祉」の誕生 
   ２ 消費者へのサービス提供－「社会福祉」の解体 
   ３ 「新しい社会福祉」による「秩序再構築型福祉」の可能性 
  終章 福祉の原理とは何か 
   あとがき 
 
［３］ 論文の概要 
第 1 章では、まず、「関係にもとづく援助」が、人類の定住化、氏族社会の形成のもとで、集団を
維持するために持てる者からの援助として規範化されてきたことを確認している。関係のある人(同
一氏族)内の援助を規範化したが、異なる氏族は「関係のない他者」として援助の対象外としたので
ある。 
 次に、古代都市国家において、貨幣経済の導入により「関係にもとづく援助」の規範化では秩序
維持ができなくなり、「秩序維持型福祉」が誕生したことに着目している。古代メソポタミアの古代都
市国家では統治者が、債務奴隷となった市民に対し債務を帳消しにする徳政令（アマギ）をだし、
市民へと復帰させ、秩序を回復させたのである。また、民主制国家であるアテネの身分制秩序は、
公私分離により経済活動を私的な領域とし、市民としての評価は政治・行政・軍事などの公的活動
に限定し、市民は公的な領域では他者から支配されず自由で平等な存在であるとされた。しかし、
経済問題である貧困を政治課題にすることができず、また、市民は平等であるため、一部のものだ
けを救済することは正当化できなかった。「秩序維持型福祉」の誕生と平等に関わる「福祉」の正当
化問題をここに見出している。 
 そこで展開するのが、キリスト教による「秩序再構築型福祉」である。キリスト教は神への愛と神と
向き合う個人が神に愛されているすべての他者に対してなす隣人愛により、家族や共同体へのし
がらみ（関係のある他者による秩序）を脱構築し、対象を普遍化した。市民的公的空間が消滅し、
封建化し、帝国としての一体的秩序が維持できなくなりつつあったローマ帝国は、新たな水平的連
帯を支える秩序として、聖と俗を分離するようになったキリスト教を公認し、ローマ帝国統合のイデ
オロギーとした。かくして異教徒を含めた普遍的な他者を救済することで、聖のイデオロギーが世
俗の世界で具体化されたのである。ローマ市民に共有されてきた公的領域のかわりに、聖なる領
域を設定し、超越的な神を媒介とした平等な世界を設定し、人々を結びつけたのである。これがキ
リスト教による「秩序再構築型福祉」なのである。 
 ローマ帝国崩壊後、キリスト教による「福祉」は封建社会の関係にもとづく援助を補完する秩序維
持型福祉に変質する。しかしこうした「福祉」は 14世紀の大量の浮浪者の出現には対処できず、治
安問題化した浮浪する貧民問題に対応するには、世俗の統治機構が「福祉」に関与せざるを得な
くなる。管理すべき対象である貧民に対する、国家による社会防衛としての「秩序維持型福祉」で
ある。 
 
第 2 章では、近代市民社会における「福祉」、特にフランス革命から第三共和制に至るフランス
における「秩序維持型福祉」の限界と、社会連帯論による「秩序再構築型福祉」への転換を論じて
いる。これまで「社会福祉」の歴史は産業化と市民社会化が最も早く進んだイギリスをもとに語られ
てきたが、本論ではフランスに注目し、フランス革命後の「福祉」の社会的位置づけの変遷を明らか
にしている。 
 1790 年に立憲議会に設置された物乞い根絶委員会は、市民の「生存の糧を得る権利」を認め、
「福祉」を権利として正当化しつつも、社会契約説の立場から、市民は互いに有用であることを義
務とした。これにより「対象の普遍性」は否定され、国家が労働権を保障できないもとで、物乞いは
他者の財産権に対する侵害だとみなされ、懲罰、矯正院での感化の対象とされたのである。 
委員会の論理矛盾に対し、ブルジョワジーからは、無産の労働者を放置することは社会秩序上
のリスクとなることから、市民社会の責任として、労働者を後見し市民としてふさわしい存在に感化
する「新しい慈善」(秩序維持型福祉)が提唱された。それは企業経営者による福利厚生をつうじた
企業内「福祉」であり、労働者は常に後見されるものとして経営者に従属しなければならなかった。
他方、労働者側からは自主管理による労働権の保障が提起され、また、第二共和制では超越者を
媒介とする友愛が平等性を回復すると唱えられた。 
 理論的到達点となったのが、第三共和制下においてレオン・ブルジョアにより提唱された「社会連
帯論」である。本論はこれに焦点をあてている。社会連帯論は、第一に、社会的債務の不平等とい
う概念により、個人の努力によらない不平等、正義の問題を指摘し、格差を是正する脱構築を可能
とした。第二に、自己責任論をリスクという概念によって修正し、リスクの相互化の手段として社会保
険を制度化した。社会連帯論は、ロックの契約説では位置づけられなかった「福祉」を公的領域に
位置づけ、理論的にはブルジョアジーと労働者階級の対立を解消し、正義にかなう平等な社会を
正当化したのである。社会連帯論による「秩序再構築型福祉」を行う国家として、社会保険を中心
とした福祉国家が形作られた。 
  
第 3 章では、現代の「社会福祉」をめぐる議論を取り上げ、「社会的弱者」を対象とした「秩序維
持型福祉」の限界と、社会の「個人化」を踏まえた「新しい社会福祉」による秩序再構築型福祉の可
能性を論じている。 
 社会連帯論による「秩序再構築型福祉」は、女性や子供、障害者、高齢者などを、家族がケアす
るものとして公的領域から排除した。近代における模範的家族像から逸脱する人への援助や、家
族が十分にケアしきれない「社会的弱者」への問題が残された。１９世紀の産業化の進展は「貧困
の大衆化」をもたらし、児童や女性の低賃金労働をもたらし、飲酒、暴力、非嫡出子や捨て子の増
加などの道徳的退廃をもたらし、社会そのものの解体の危機をもたらしたのである。 
それを防ぐために近代的な家族モデル（「第一の近代」家族）が創設され、「社会福祉」は近代的
な家族になることを援助するために誕生したのである。社会保険による「秩序再構築型福祉」で包
摂できない者への援助は、自己責任が問えない者、平等化の対象外に位置づけられた者への援
助として正当化され、「秩序維持型福祉」としての、専門職による「社会福祉」の対象とされた。 
 しかしこの「社会福祉」は、「社会的弱者」として市民から排除された人からパターナリスティックな
介入に対する異議申し立てを受け、自由に関わる正当化の危機に陥る。それへの対処として「社
会福祉」を社会サービス化し、消費者としてサービスを選択するパーソナライゼーションを進めても、
「社会的弱者」を公的領域から排除する構造は変わらない。社会の責任として、正義に適う関係を
構築するための新たな「秩序再構築型福祉」が求められている。すなわち、「社会的弱者」を排除し
てきた家父長制的資本制の問題と、近年秩序問題となってきた「個人化」の進展を踏まえた「新し
い社会福祉」を理論化することが求められているのである。本論はこうした前提に立ち、これまでの
「社会福祉」の克服と、「第二の近代」における「新しい社会福祉」・「秩序再構築型福祉」を提起し、
その正当化の論拠付けを行っている。 
 まず、「新しい社会福祉」の役割を、公私区分の見直しから論じている。「国家と市民社会の間に
ある公私区分」と「国家・市民社会と家族の間にある公私区分」、この二つの公私区分の見直しこそ
が、社会構造の脱構築だとしている。市民社会から排除されてきた成人男性以外の人は、支援な
しには市民社会に参加できない。さらに「個人化」が進展した「第二の近代」以降は、すべての人が
自由に自らの人生を選択することを強要されるが、多くの人は人生の非連続性や不確実性の脅威
に対処することが困難なのであり、社会は二極化しつつある。二つの公私区分を見直すことは、女
性に限らず、社会的弱者として社会から排除されてきた人々、「第二の近代化」によって生活基盤
がぜい弱化し排除される人々と、社会との関係を問い直すことを意味している。これらの人々を排
除しない公私区分の在り方を検討することで、正義に適う市民間の関係を取り戻し、社会的に包摂
する役割を「新しい社会福祉」が担うのである。 
 国家と社会の公私区分については、私的利害から離れて平等性に配慮した議論をする場である
「共約可能な公」の領域を、抽象的他者を前提とする国家に限定するのでなく、具体的他者を前提
とする市民社会の領域にまで拡大し、市民社会における社会的排除に対処しないと、市民社会に
おける平等な参加は実現できないとし、基本的ケーパビリティの平等に限定して「共約可能な公」
を市民社会に拡張する必要性を提起している。国家のみならず、市民社会において基本的ケーパ
ビリティの平等を実現することが「新しい社会福祉」の役割なのである。 
国家・社会と家族の公私区分については、「個人化」の進展により、「親密圏としての私」を持て
ない人が放置できない状況になっている。これは主体が無力化され、個人の尊厳が奪われている
状態であり、「親密圏としての私」の喪失を「共約可能な公」の問題としなければならないとしている。 
人権を擁護し救済することが、「新しい社会福祉」のもう一つの役割なのである。 
 その上で、「新しい社会福祉」の目的は、市民社会を「現れとしての公」にすることだとしている。
「現れとしての公」とは、すべての個が存在としての固有性を他者から承認され、人々の複数性が
評価される空間であり、誰かに代表されたり、画一化されたりすることのない共約不可能な空間のこ
とである。自らの唯一無二の存在としての生のリアリティを感じることができ、アイデンティティを確認
してくれる他の人々との出遭いをもたらす空間である。「個人化」が進むと、ナショナリズムのように
異質な「関係のない他者」を意識的に排除することでしか、集合的なアイデンティティを得られなく
なる。市民社会を集合的なアイデンティティではなく、唯一無二の複数性を持つ存在として相互承
認する「現れとしての公」を実現できる空間にしなければならない。「現れとしての公」が出現する空
間は、具体的な他者同士が認めあう関係性を取り結ぶより小さい単位（コミュニティ）であり、市民社
会の中に多数の「現れとしての公」の空間を出現させるのである。 
 
「新しい福祉」を公的領域に位置づけるための原理的課題については以下のように論じている。 
 第一に、基本的ケーパビリティに注目して、正当化問題に答えている。平等に関わる正当化問題
に対しては、基本的ケーパビリティの平等に注目することで、ケーパビリティを評価する空間を、市
民社会における人のウェルビーイングの次元に限定し、平等の論理を適用できるとしている。ウェ
ルビーイングの次元は、エージェンシーとしての目的に関わりなく、「適切な栄養を得ているか」な
どの機能の可能性を評価するものである。これらの機能は、すべての人が必要としている機能とし
て共約可能であり、よって平等の論理が適用可能なのである。 
 自由に関わる「福祉」の正当化問題については、「新しい社会福祉」は、ケーパビリティを、機能そ
のものの集合ではなく、機能の実現可能性を評価するものであり、市民社会の自由原理と矛盾しな
いとしている。エージェンシーとして自由に幸福を追求することと矛盾せずに、社会的不平等を問
題化できるのである。以上より、「新しい社会福祉」を正当化する第一の根拠が、基本的ケーパビリ
ティの不平等の是正だと確認できる（第一の根拠）。 
基本的ケーパビリティの平等に着目することで、「第一の近代」において「社会的弱者」として排
除されてきた人や、「第二の近代」化で強制される人生の選択に対処できずに排除されてきた人を、
共通の理論枠組みで不平等の問題としてとらえることが可能になる。まさに排除を生み出している
社会構造を脱構築し、正義に適う関係を構築する（「秩序再構築型福祉」の成立）ための根拠とな
るのである。 
 第二に、親密圏の喪失、個人の尊厳の侵害に注目して、正当化問題に答えを出している。「個人
化」の進展により親密圏を持てない人、社会からの承認が剥奪され自尊感情を深く傷つけられた
人が増大する。そのもとで、悲惨さの回避に対するミニマムな合意として人権を位置づけることは、
ミニマムとはいえ不可侵な領域を設けることであり、その領域における結果の平等を求めることであ
り、平等性にもとづいた「共約可能な公」の論理となる。また、結果の平等をミニマムな領域に限定
し、自由な領域と棲み分けをすることは可能なのである。以上より、「親密圏としての私」を喪失し、
ミニマムな合意である個人の尊厳としての人権が侵害されている場合、それを救済することが、「新
しい社会福祉」を正当化するもう一つの根拠となるのである（第二の根拠）。 
 
 「新しい社会福祉」サービスは、以下の通りのものとなる。 
「新しい社会福祉」サービスは、一般的な社会サービスへの権利付与では、基本的ケーパビリテ
ィの平等を実現できない具体的他者に対して、個別的な援助を行うことで基本的ケーパビリティの
平等を実現するものである。「新しい社会福祉」を必要とするのは特定の「社会的弱者」ではない。
家族の生活支援機能を補充するこれまでの「社会福祉」は、一般社会サービスと位置づけられるこ
とになる。その一方で、従来「社会的弱者」と位置づけられてこなかった人でも、意思決定能力の障
害の有無にかかわりなく、自らの選択や他者との関係形成について支援が必要となるのであり、そ
の支援は、本人の代わりに判断するのではなく、ともに付き添いながら本人が望む基本的機能の
実現可能性を高める伴走型の支援となる。 
 「第二の近代」家族に残された家族機能は、「依存的な他者」である子どもへの責任を持つことで
ある。親だけでその責任を持ちきれない場合に、「新しい社会福祉」の相談支援などが、その責任
を分有することで補強的補充性を担う。また親が「依存的他者」への責任を放棄したり、人権を侵
害したりする場合、親の代わりに一時的に保護するなどの、代替的補充性を担うことになる。なお、
「新しい社会福祉」は社会制度である以上、応えることができるのは機能的欲求（誰かが自分への
ケアに対して責任を持つこと）であり、意味的な欲求（自己のアイデンティティを確認する）に応える
ことには限界がある。同様に、「新しい社会福祉」は、セルフヘルプグループやサポートグループな
どの親密圏を形成することを援助はできても、直接親密圏を作り出すことはできない。できるのは補
強的補充性であり、また、親密圏を喪失し個人の尊厳が保てない場合に、人権を保障するための
シェルターや居場所を代替的補充性として提供することである。 
 「新しい社会福祉」の存在価値は、「現れとしての公」をどれだけ実現できるかにかかっている。ま
ず基本的ケーパビリティの平等を実現すること、そして個人の尊厳としての人権を擁護することで、
市民社会に参加するための基本的な条件を保障する。たしかに「合理的配慮」は有効な方法であ
るが、配慮を求める声は弱く、対等な対話にならない場合もある。そうした場合に、「新しい社会福
祉」による対話を媒介とした個別的支援が必要とされるのである。 
複数性を保障する「現れとしての公」を作り出すことは困難ではあるが、生のリアリティを必要とし
ている人にとって、また社会自身がリアリティを維持するためにも必要なのであり、それを実現し、複
数性を持つ他者を包摂することが「新しい社会福祉」に求められているのである。 
 
最期に、終章では「秩序再構築型福祉」を行ううえでの原理的課題についてまとめ、本論をとじ
ている。第一に、平等に関わる「福祉」の正当化問題である。「共約可能な公」は平等原理にもとづ
いている。構成員が平等であることを前提にすると、既に平等であるので、特定の人を支援する「福
祉」は正当化できない。しかし不平等を前提とすることで、不平等を是正し、平等にするための方策
として「福祉」を正当化できる。「新しい社会福祉」は社会連帯論のロジックを引き継いでいる。加え
て、自然的な不平等も社会的な不平等に位置づけなおしている。さらに、「第二の近代」では自由
に人生を選択することができること自体が特定の能力や資源を有しているものに限られるという不
平等がある。この不平等も社会的な不平等ととらえ、「福祉」による是正を正当化するのである。 
第二に、自由に関わる「福祉」の正当化の問題、すなわち、生活への自己責任原則や主体性を
持つ個への介入など、「福祉」が自由を侵害しないかという問題である。「新しい福祉」は、生活の
自己責任原則そのものが家父長制的資本制に支えられた健常成人男性にしか適用できない原則
であることを明らかにした。「第二の近代」の「個人化」の下で保障されるべき自由は、すべての構
成員が「現れとしての公」としての市民社会に参加できる自由なのである。「福祉」はそれへの参加
を支援するが故に正当化されるのである。従来の「社会福祉」が払拭できなかったパターナリズム
の問題については、「新しい社会福祉」は、基本的ケーパビリティの平等という条件を援助するだけ
で、主体性への侵害を伴わないのである。 
第三に、「福祉」が作り出す公的領域における関係問題、すなわち、公的領域において「関係の
ない他者」同士を結び付ける要因である。「新しい社会福祉」は、「第二の近代」において「共約可
能な公」を国家だけで担うものとせず、一部を市民社会に拡大し、すべての構成員が「現れとして
の公」としての市民社会に参加できる条件を保障する。「現れとしての公」において唯一無二の存
在として承認されることで、生のリアリティを感じたいという実存的欲求に応えるのである。 
 
［４］ 論文の総合的評価 
岩崎氏は、研究に取り組み始めた初期から、社会福祉における自由や平等、公正といった基本
原理が語られる場合に、平均的な市民を前提としてその原理を構築し、児童、障害を有している人
などの例外的な存在に対しては、可能であれば拡大解釈し、できなければ異なる原理を適用して
きたことに着目し、これらの人々を本当に例外的な存在として扱わなければならないのか、平均・例
外という二分化された人間観は所与のものなのかという問いを立て、一貫して検討を進めてきた。
この問いへの答えが本論である。 
氏は同時に、「社会福祉における社会と個人との価値対立」というテーマへも取り組んできた。社
会福祉における２つのベクトルである「社会化」と「個別化」をどのように統合的に理解するかという
課題である。最近の社会福祉では個別化が重視され、福祉の支援は当事者の視点を踏まえた個
別的支援をめざしているが、個別化を自己責任とするパーソナライゼーションではなく、また、社会
的責任とするパターナリズムに陥ることなく、どのように社会福祉の援助を正当化するかを考えたの
が本論である。 
このような課題に即した研究は、本論において大きく展開し、「秩序」との関係で取り上げられるこ
とになった。すなわち、それまでの秩序の中にいて、そこから脱落しようとしている成員を救済する
「秩序維持型福祉」に対して、既存の社会的つながりを持たない人々を結びつけ、新しいつながり
を作りだす「秩序再構築」のための福祉の系譜を見出し、「秩序再構築型福祉」と命名したのである。
古代キリスト教は普遍宗教として「身分関係や家族関係」など既存の秩序を全否定して、すべての
人が個として互いに「関係のない他者」となって形成される普遍宗教による秩序を再構築したので
あり、大革命後のフランスで形成されたレオン・ブルジョワによる社会連帯論＝社会保険はブルジョ
アジーと労働者階級の対立を解消し秩序を再構築したのである。その上で、本論は、「第二の近代」
（現代）において、伝統的な近代家族の解体により、単身化した個人や「ひとり親家庭、家族が十
分なケアができない家庭、障害者、高齢者など」の社会的弱者ではなく主体としての当事者とされ
る人々への支援のあり方について検討し、市民社会においてすべての個が自由を前提として唯一
無二の存在としての固有性を他者から承認される関係（「関係のない他者」同士が間接的に結び
つく関係）を構築する「新しい社会福祉」による秩序再構築を理論づけたのである。 
本論は、フェミニズム研究の知見を踏まえて近代的家父長制と「社会福祉」の関係を批判的にと
らえ直し、アマルティア・センが提唱した基本的ケーパビリティの平等や、ハンナ・アーレントがその
必要性を提起した「現れとしての公」などを駆使し、これらを論じた長大な研究である。これまでの
福祉や社会福祉の原理論が、いわば、福祉の内部にとどまって議論を重ねていたのに対して、そ
の前提となる価値の検討や福祉を正当化する平等や自由、関係性などの概念との関係で論じた、
オリジナリティ溢れた貴重な研究成果である。 
 本論の意義・貢献は以下のとおりである。 
 グローバル化とネオリベラリズム、市場化、個人化、貧困化のもとで、福祉国家が機能しなくなっ
ている。これに対して、旧来の慈善や、既存の国家・社会・家族の秩序維持・秩序回復の枠内の議
論では対応できない。個人化が膨張する「第二の近代」としての現代市民社会において、「関係の
ない他者」の援助をどのように正当化するかという本書が提起した課題が持つ理論的意義は大き
い。本研究は福祉研究が踏み込まざるを得ない研究領域に、大きな一歩をしるしたのである。 
また、福祉原理としての理論研究であるが、本研究が提起した「新しい福祉」が投げかけた現代
的意味も大きい。インクルーシブな社会づくりや、共生社会づくりなど、多様な言葉で社会及び福
祉の在り方と方向性が語られているが、実はその検討は十分といえない。先進事例が多く取り上げ
られてはいるが、理論的な検討はまだ十分深められているようには見えない。こうしたもとで、今後、
本研究が提起した「新しい社会福祉」が影響し、それを念頭に置く理論研究が取り組まれていくこと
となろう。 
 
 最後に、今後の課題として取り組むべき点を指摘しておく。 
 第一は、キリスト教の扱いについてである。 
本論の第一部では西洋社会における福祉の歴史として、古代国家の「秩序維持型福祉」とロー
マ帝国のキリスト教の公認化による「秩序再構築型福祉」が論じられている。しかし、「第一の近代」
「第二の近代」の福祉が論じられる第二部以降になるとキリスト教への言及が姿を消している。個人
と社会の独特な近代的な関係あるいは人間の個人化、孤立化の問題を生み出す要因としてキリス
ト教の宗教改革は重要であり、同じキリスト教でありながらカトリックとプロテスタントでは宗教的な意
味論が極めて異質である。近代社会の本質と他者への援助にかかわる福祉を原理論的・通史的
に考察する場合、思想的な対話の材料としてキリスト教は重要な「補助線」となり得る。そうした思想
的な「補助線」をどう引くかによって著者の原理論的な考察にさらなる一貫性や深みが加わることに
なるだろうし、今後、そうした取り組みにも期待したいところである。 
第二は 概念構成上の課題である。 
本書においては、近代市民社会において発生したとされる「福祉」の概念を、古代都市国家や
キリスト教にまで溯って検討するために、「福祉」を「関係のない他者への援助」と定義している。そ
の際、「関係のない他者」の例としてあげられている歴史的事象は、援助を実施する秩序との関係
で、秩序の内部にいる構成員、秩序からこぼれ落ちようとしている構成員、秩序の外部にある者な
どさまざまであり、必ずしも一貫して概念が適用されていない印象を受ける。また、「秩序」の概念に
ついても、抽象的・理論的に設定される秩序の他、社会体制、共同体、家族・地域などの多様な表
記がみられ、さらに、近代社会においては、逸脱した家族との関係で「社会福祉」の誕生が語られ
ている。これらの概念の用法については、丁寧な説明が必要であろう。 
なお、本書では、「関係のない他者」にたいする援助の「方法」についてはあまり論じられていな
いが、例えば、一般的援助と個別化援助のような援助原則との関連で援助の正当性を議論するこ
とも可能ではないかと思われる。 
次に、本書における「第二の近代」においては、個人化が進展することにより、すべての市民が
「関係のない他者」になるとされ、その結果「現れとしての公」の実現が新しい社会福祉の目的とな
るとされる。この場合「福祉」は、討議的秩序による「共約可能な公」の平等と「現れとしての公」の自
由を結ぶ回路とされ、「福祉」が個人の尊厳としての人権を擁護することが、この回路が機能するた
めの基盤を提供することになるとされるが、この点については、もう少し具体的なレベルでの説明が
あるとよかったのではないか。 
さらに、現代社会における「新しい社会福祉」については、唯一無二の存在としての自己を確認
したいという実存的欲求のゆえに「関係のない他者」を必要とするという論理構成になっている。つ
まり、当初の「福祉」の定義である「関係のない他者」への「援助」が、「関係のない他者」を「必要」と
するというように変化している。このような説明の変化についても、より丁寧な記述があってもよかっ
たのではないかと思われる。 
 第三に、先行研究との関連についてである。本論においては、先行研究に対し、オリジナルな視
点から評価を加えている。例えば、ハンナ・アーレントについては、社会を「現れとしての公」が出現
する空間ととらえていないことや、アマルティア・センが「自尊心を持っていること」を基本的ケーパ
ビリティの問題としていることに対し、見解が異なると表明してる。しかし、本論は、諸論者の研究を
総体として批判的に検討するのではなく、ポイントの指摘にとどまっている。本論の性格上こうした
叙述にならざるをえないとはいえ、従来の福祉原理論との違いを明示することや、主要諸論者への
批判の論述を深めることで、本研究の内容と意義そのものを明確にすることができたように思われ
る。本論で示した到達点に立って、「新しい社会福祉」を、主要な先行研究との対比を通じて明確
にしていくことを期待したい。 
 
[５] 論文審査結果 
 以上により、博士論文審査小委員会は、岩崎晋也氏の論文『福祉原理-社会はなぜ他者を援助
する仕組みを作ってきたのか』について、博士(人間福祉)の学位が授与されるのに十分な資格を
有するものとの結論に達した。 
                                                         以上 
